

































報告者 時 殷弘  (中国人民大学国際関係学院教授、アメリカ研究センター主任教授) 
高井潔司（北海道大学国際広報メディア研究科教授、元読売新聞北京支局長） 
竹内 實  (京都大学名誉教授) 
司会    本山美彦(京都大学経済学研究科教授) 
日時   7 月 1 日(金)午後 2:00-6:00   
会場 京都大学時計台記念館百周年記念ホール 




第 6 回 世界の援助潮流とアジアの開発課題 
講師 国際協力銀行開発業務部 業務課長 和田義郎氏 
日時 6 月 30 日（木） 12:15-13:45 




             中岡深雪（大阪市立大学院生、京都外国語大学非常勤講師） 
大都市、特に北京、上海で起こっている不動産ブームが日本でも注目を集めている。ハ
イリターンがのぞめる投資商品として、日本出発の「中国不動産投資ツアー」も催されて































が回復の兆しを見せた時、不動産投資も 1992 年は対前年度比で 117.5％の伸び、翌 93 年



























































には今年に入ってやっと、中国人民銀行が今年 3 月 17 日より各商業銀行が行っている住宅
ローンに関して政策調整に乗り出した。その内容は主に次の 2 点に要約される。1 点目は他
の貸し出し金利と比べて優遇されている住宅ローンの金利を上げ、一般の貸し出し金利と
差を縮める。2 点目は不動産価格が急騰している都市や地域では、個人向け住宅ローンの頭
金の下限を、現行の 20％から 30％に引き上げる、というものである。 
 
政府のジレンマ 
実際ここで行われているのは個人消費者に対するローンの調整であり、かつてのように
銀行に融資を規制するまでには至っていない。10 年以上前と経済状況は全く異り、市場経
済化が浸透しているせいか、政府も直接的な介入を行うことはない。政府にとっては不動
産取引を規制することで盛り上がっている不動産市場に水を浴びせかけたくないのである。 
だが、竣工前の物件の転売を繰り返したり、使用せず転売待ちの投機物件が各所にあっ
たりと、本来の住宅の意味をなしていないものも多い。それでも「全体的には住宅不足で
需要は堅調」などの論調が出てくる。その意味するところは、まだまだ住宅を買いたいと
思っている庶民が多数存在するので、住宅需要は続く、ということなのだが、実際、絶対
的多数である庶民にとっての手ごろな価格の住宅が不足しているのである。何らかの規制
措置を取らなければならないのだが、不動産市場の発展を阻害したくないという政府のジ
レンマが見てとれる。 
これでは本当の意味での需要と供給が一致しておらず、住宅市場での価格付けは投機行
為によって高止まりしたままである。政府のジレンマは理解できるが、銀行の個人向け住
宅ローンの金利を規制するという消極的な介入の仕方ではもはや事態は収集不可能なので
はないか。 
 
